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オフィスカジュアルは企業にとって有益か否か 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

近年、働き方が多様化してきている。その中でも勤務時の服装に注目すると、一部の企業では働きやすい格好で働くことが推

奨されている。このような取り組みはオフィスカジュアルといい、ネクタイを外すものから T シャツ・ジーパンといったものまで幅広い服装

が認められつつある。 

このような企業の取り組みには働きやすい格好で柔軟な発想につなげる狙いがある。モニタス(2016)によると、東京で働くビジ

ネスパーソン 800 人へアンケートを行った。その結果、約 8 割の人が「動きやすく仕事の能率が上がる」、「社内全体の風通しがよ

くなる」といった理由から勤務時の服装のカジュアル化を支持していることがわかった。また、GAP JPAPAN(2016)により、オフィス

カジュアルの導入によって社内コミュニケーションが活発になることが明らかになっている。社内コミュニケーションは企業の生産性にも

関わる重要な要因である。しかし、多くの企業は取引相手からの印象悪化の懸念やスーツ勤務が慣習化していることなどからオフ

ィスカジュアルを導入していないのが現状である。 

そこで、本研究ではオフィスカジュアルを導入した際の企業の営業利益や株価への効果を分析し、オフィスカジュアルの導入が

企業にとって有益か否かを明らかにする。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 労働者の多くはオフィスカジュアルを望んでいるのに対し、現状はどれくらいの企業が導入しているだろうか。Pulcino班がCSR企

業総覧(2018)掲載企業 1501 社に対して行ったアンケート調査の結果、187 社から回答を得られた。そのうち約 65%の企業

がオフィスカジュアルを導入していないことが明らかになった。なぜ、多くの労働者がオフィスカジュアルを望んでいるにも関わらず、企

業はオフィスカジュアルを導入しないのだろうか。 

 企業がオフィスカジュアルを導入していない理由として、アンケート調査より、「（カジュアルな服装は）取引相手に失礼」、「スー

ツ勤務が慣習となっている」などが挙げられ、企業の業績に悪影響を及ぼすのではないかと考えられていることが分かった。また、従

業員の服の購入や服を選ぶ手間などのコストを考慮し、導入していない企業もあることがわかった。このように、依然として、多くの

企業がオフィスカジュアルに対する懸念を持っており、導入していないのが現状である。 

３．研究テーマの課題 

 先行研究によればオフィスカジュアルの効果が明らかにされている。GAP JAPAN(2016)によると、オフィスカジュアルによって周



囲への「興味度」が増し、「ストレス度」が低下することが分かっており、それらによってコミュニケーションが活発化することが明らかに

なっている。このように、オフィスカジュアルは従業員間のコミュニケーションにとってプラスの効果があることが分かっている。しかし、オフ

ィスカジュアルが企業業績に対してどのような影響を与えるのかを検証するような研究は、行われていないのが現状である。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 本研究ではオフィスカジュアルが企業業績に与える影響について検証を行う。私たちはオフィスカジュアルが企業業績に与える影

響を明らかにするために、以下の疑問を立て、分析を行った。 

 

【疑問①】「オフィスカジュアルは企業の営業利益を高めるのか？」 

まず、オフィスカジュアルによる企業業績への短期的な効果を明らかにするため

に営業利益の分析を行う。GAP JAPAN(2016)によると、オフィスカジュアルの

導入はコミュニケーションの活発化につながる。また、ドクタートラスト(2018)によ

ると、コミュニケーションの活発化は生産性の向上につながる。そして、日本生産

性本部（2017）によると、生産性の向上は営業利益の上昇につながる。しか

し、オフィスカジュアルが企業の営業利益を高めるという先行研究は無かった。そ

こで、疑問①を明らかにしていく。 

 

【疑問②】「オフィスカジュアルは企業の株価を高めるのか？」 

 次に、オフィスカジュアルによる企業業績への長期的な効果を明らかにするために

株価の分析を行う。疑問①と同様の先行研究より、オフィスカジュアル導入はコミ

ュニケーション活発化、コミュニケーション活発化は生産性向上につながる。そして、

日本生産性本部(2017)によると、生産性の向上は株価の上昇につながる。し

かし、オフィスカジュアルが企業の株価を高めるという先行研究は無かった。そこで、

疑問②を明らかにしていく。 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

分析①：企業の営業利益を分析 

疑問①「オフィスカジュアルは企業の営業利益を高めるのか？」 

 

【分析方法】パネルデータ分析 

【対象】アンケート有効回答企業 135 社 

【期間】2011 年から 2018 年 

【被説明変数】営業利益 

【説明変数】オフィスカジュアルダミー 従業員数 総資本 平均給料 TOPIX 

 

○オフィスカジュアルダミーについて 

・Pulcino 班が行ったアンケート調査の結果をもとに、オフィスカジュアルを導入している企業を１、導入していない企業を０とする

ダミー変数を作成。 

・この分析においてダミーの係数の値がプラスとなればオフィスカジュアルが企業の営業利益に良い影響を与えることが分かる。 

＊各説明変数に対する営業利益の弾力性を推定するため対数変換を施した。 

＊説明変数と被説明変数の間に逆の因果関係を考慮し 1 年間のラグをとった。 

 

分析②：企業の株価を分析 

疑問②「オフィスカジュアルは企業の株価を高めるのか」 



 

【分析方法】パネルデータ分析 

【対象】アンケート有効回答企業 135 社 

【期間】2011 年から 2018 年 

【被説明変数】株価 

【説明変数】オフィスカジュアルダミー 従業員数 総資本 平均給料 発行済株式数 一株あたり純利益 TOPIX 

 

○オフィスカジュアルダミーについて 

分析①と同様。 

この分析においてダミーの係数の値がプラスとなればオフィスカジュアルが企業の株価に良い影響を与えることが分かる。 

 

＊分析①と同様に対数変換を行い、説明変数と被説明変数の間に 1 年間のラグをとった。 

 

６．結果や今後の取り組み 

【分析① 結論】 

・オフィスカジュアルは企業の営業利益を高める可能性がある。(特に金融・不動産業、食料品業) 

【分析① 考察】 

・食料品業：消費者の嗜好が特に変わりやすい業界であり、また、競争が激しい業界である。そのため、消費者の嗜好を読み取

り、激しい競争を生き残る商品を開発するための新たな発想が求められる。そのため、オフィスカジュアルによる柔軟な発想が効

果的であったと考えられる。 

・金融・不動産業：オフィスカジュアルによるこの業種特有の堅いイメージの払拭によって、従業員間やお客様とのコミュ二ケーショ

ンにおいて良い効果を与え、業績にも良い影響を与えたと考えられる。 

【分析② 結論】 

・オフィスカジュアルは企業の株価を高める可能性がある。(特に食料品業) 

【分析② 考察】 

分析①と同様の理由から食料品業でプラスの効果を示したと考えられる。 

【本研究の結論】 

以上 2 つの分析より、オフィスカジュアルは企業にとって有益であることが明らかになった。 

 

【提言】 

 「企業はオフィスカジュアルを導入すべきである。」 

 

【企業の懸念とそれに対する対策】 

○懸念 

・取引相手に失礼にならないか。 

・従業員の服選びの負担にならないか。 

○対策 

・社内で TPO に合わせた服装を徹底(例：ブリヂストン) 

・従業員向けセミナーの実施(例：伊藤忠商事) 
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